
   全体  
一人  
あたり  

    

              

業務活動収支  4,142,661 48  

                 

投資活動収支の部  △2,847,294  △３3  

       

財務的収支の部   △675,991 △8  

      

当年度（歳計）現金増減額  619,376 7 

期首現金残高  1,122,515 13 

期末現金残高  1,741,891 20 

   全体  
一人  

あたり  

経常費用 28,878,824 331 

1．人にかかるコスト      

 (1) 人件費等  5,327,316 61 

 
2．物にかかるコスト  
  (1) 物件費  
 
  (2) 維持補修費 
  

6,290,232 
  

  

 (3) 減価償却費 
  
  (4) その他 

 
3．その他にかかるコスト  

  (1)その他の業務費用 
 
  (2)移転費用 

    

  

経常収益 1,638,420 18 

純行政コスト  27,240,404 313 

      

   全体  
一人  

あたり  

期首純資産残高        

去年の純資産  101,695,068 1,169 

費用(純行政コスト)  △27,240,404    △313   

       

収入(財源)  26,062,140 299 

       

資産評価差額  △2,106 0 

       

無償所管換等  1,633,905 19 

          

期末純資産残高  102,148,603 1,174 

資産の部  全体  
一人  

負債の部  全体  
一人  

あたり  あたり  

固定資産        負債        

有形固定資産  118,286,088 1,360 
固定負債              24,935,853 286 

138   地方債  11,998,146 

（１）事業用資産            46,696,454 537   退職手当引当金他 12,937,707  148  

 (２)  インフラ資産  71,078,002 817        

 (３） 物品  511,632 6 

無形固定資産           849,824 9  流動負債   2,752,927 32  

有形・無形固定資産 合計  119,135,912 1,369   １年内償還予定地方債  2,125,844 24 

投資その他資産      
   賞与等引当金  627,083 7  

       

 投資及び出資金  2,417,949 28 
負債 合計  27,688,780 318 

                   

  基金、長期貸付金  2,668,934 30       

      
       

 投資等 合計     5,086,883 58 

      
純資産の部   全体  

一人  

流動資産      
あたり  

       

 現金・普通預金等  
  
 (１)現金・普通預金 

1,785,318 
 

1,741,891 

21 
 

20 
純資産 合計  102,148,603 1,174 

 (２)歳計外現金  
 

43,427 
  

1         

 未収金他  3,829,270 44        

           

流動資産 合計  5,614,588 65        

資産合計  129,837,383 1,492 負債及び純資産合計  129,837,383 1,492 

～財務書類から見る財政状況～ 新基準【統一的な基準】準拠 

平成27年度 君津市の家計簿 

（平成28年3月31日現在） 

 
  
財務書類とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４つの表を
指します。 
これらの表は、公共団体の資産や負債の状況、行政サービスにかかった費用や税金等の収入が何に使
われたのか、わかるようになっています。 
総務省から新基準【統一的な基準】が示され、発生主義・複式簿記化が実現いたしました。財務書類を
作成する目的は、①地方公共団体の説明責任の履行と、②財政の効率化・適正化を促進するためで
す。そこには、地方分権の進展に伴い、これまで以上に自由でかつ責任ある地域経営が地方公共団体
に求められているという背景があります。 

財務書類ってなあに？ 

この表は、平成27年度 君津市の
貸借対照表です。項目名を一部
変更して作成しています。また、住
民基本台帳人口の平成28年3
月時点（86,999人）を用いて、
一人あたりの金額を算定していま
す。 

貸借対照表からわかること 

純資産は過去及び現役の
世代並びに国、県により既
に負担したものであり、一方、
負債は将来の世代が負担
していくものです。君津市の
総資産に占める純資産の
割合は、78.7%であり君
津市の家計は健全であるこ
とがわかります。 

   
 

資金収支計算書からわかること 

昨年度と比較すると、現金残高は
約6億円増加していることがわかり
ます。 

 

自 平成27年4月1日 

至 平成28年3月31日 

現金の出入りに着目してみると・・・ 
（単位：千円） 

資金収支計算書 純資産変動計算書 

自 平成27年4月1日 

至 平成28年3月31日 
現代世代の負担額（純資産）の増減は？ 

純資産変動計算書からわ
かること 
 

期首純資産残高と比べ、
期末純資産残高が 
約4.5億円増加しています。 

行政コスト計算書から
わかること 

行政サービスを行う中
で、かかった費用が分
かります。人にかかるコ
ストは約53億円となっ
ています。 

行政コスト計算書 

自 平成27年4月1日 

至 平成28年3月31日 
使ったお金に着目してみると・・・ 

（単位：千円） 

（単位：千円） 貸借対照表 

（単位：千円） 

資産と負債現代世代の負担額（純資産）の増減は？ 

（一般会計等） 

72 

264,196 

5,753 

11,174,797 

356,721 

5,459,809 

3 

63 

0 

4 

128 



               性質別行政コスト 
 

経常的な行政コストの性質別の割合を見ることで、どのような支出を行っているか、 
把握することができます。 

有形固定資産減価償却率(資産老朽化比率)・・・・67.6％ 
有形固定資産減価償却率＝ 減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 
 

有形固定資産のうち、償却資産の取得に対する減価償却累計額の割合です。 
この数値が大きいと、所有している資産の老朽化が高いことを意味します。 
35%～50%が平均的な値で、本市は平均より高めの値となっています。 
 100％に近いほど老朽化が進んでいるといえます。  

（単位：%） 

財務書類の分析 

純資産比率・・・・78.7％ 純資産比率 ＝ 純資産合計／資産合計 
 

純資産比率は、資産合計に対する純資産合計の割合です。この数値が大きいと、現役世代 
が築いた資産の割合が大きいことになり、将来世代への負担が小さくなります。 
逆に、純資産比率が小さいと将来世代の負担が上がり、負債を先送りしたことになります。 
50%～90%が平均的な値です。 
 

社会資本形成の将来世代負担比率・・・・１1．9％ 
将来世代負担比率 ＝ 地方債（１年以内も含む） ／有形固定資産 
 

社会資本形成の将来世代負担比率は、公共資産や投資等に対する地方債や未払金の割合です。 
この割合が大きいと、将来世代への負担が大きいことを意味します。 
15%～40%が平均的な値で、本市は平均的な値より低いです。 
割合が低いほど将来の世代の負担が軽いことを表します。 
今後も地方債残高の抑制に努めるなど、世代間の負担の公平性に配慮した計画的な事業執行を 
行っていく必要があります。 

受益者負担比率・・・・5.7％  受益者負担比率＝経常収益÷経常行政コスト 

 

受益者負担比率は、経常的な行政コストに対する受益者の負担の割合で、2%～8%が平均的な値です。 
歳出面では不要なコストの削減を図るとともに、歳入面では、より適正な受給者負担の見直しに努める必要がありま
す。 

貸借対照表からわかること 

 

 
資
産
合
計 

 

純資産 

 
固定 
資産 

流動 
資産 

新基準【統一的な基準】に準拠（一般会計等） 

行政コスト計算書 

金額（単位：千円） 割合（単位：％） 

人にかかるコスト 
5,327,316 18.4 

物にかかるコスト 
12,019,990 41.6 

移転支出的なコスト 
11,174,797 38.7 

その他のコスト 
356,721 1.2 

◆経常費用の構成比率 

貸借対照表からわかること 

67.6％ 

地方債 
 

有形 
固定資産 

負債 

行政コスト計算書からわかること 

行政コスト計算書からわかること 

 
流動比率・・・・204％析【流動比率】 ＝ 流動資産 ÷ 流動負債 × 100 

１年以内に償還する市債や短期借入金（流動負債）に対して、手元の資金がどのくらいあるかを表すもので、この

比率が高いほど短期的な支払能力が高いといえます。100％を下回っている場合は、今ある借金を返すために、
また新たな借金をしなければならない状況にあるということになります。民間企業では、200％以上あること
が理想的であると言われています。 

 

貸借対照表からわかること 


